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施工承諾

45%

導入済み

99%

プレキャスト

131現場

63%

53%

46%

50%

43%

29%

15%

56%

64%

37%

47%

50%

50%

57%

71%

85%

43%

36%

4%

1%

東日本高速道路 (43現場)

中日本高速道路 (64現場)

西日本高速道路 (70現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (104現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

36%

56%

67%

44%

54%

36%

43%

50%

55%

67%

64%

44%

33%

56%

44%

64%

50%

50%

45%

33%

2%

7%

北海道開発局 (11現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (48現場)

北陸地方整備局 (18現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (36現場)

中国地方整備局 (14現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

49%

52%

42%

51%

54%

48%

49%

47%

57%

48%

46%

50%

2%

1%

1%

1%

1%

3%

全体 (1228現場)
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過少率（不足日数／必要な日数）

不足分は施工者の努力で補い、工期を
守る努力している。
・土曜日の稼働
・平日残業（時間外労働）
・施工加速化策の導入（プレキャスト
化、施工パーティー数の増加等）

１．（１）適正工期と条件明示
①「工期に関する基準」を遵守した発注の徹底

1) 昨年7月に中建審で決定された「工期に関する基準」において、著しく短い工期での請負契約の締結が禁止され、受発注者
双方に遵守する義務があることを共有し、発注者による適正な工期の設定が必要不可欠である。

Ａ） 当初発注工期の適切さ

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

Ｂ） 工期の不足度合い

1割～3割分の工期が不足

半数の発注で工期が不足している

短すぎた 適切 長すぎた 短すぎた 適切 短すぎた 適切

4週6閉所以下

75%

閉所日数

605現場

Ｃ） 工期不足に対する対応

抵触する

64%

時間外労働の

上限規制

605現場

増加

36%
施工パーティー数

605現場

発注工期が短すぎたと
回答した現場

605現場のうち
プレキャストが
導入可能な現場

全体 (1228現場)
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65%

34%

35%

66%

条件明示リストの開示

概略工程表の開示概略工程表

条件明示リスト

１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

2) 国土交通省が進めている、「入札公告時における概略工程表、施工条件リストの開示」の取組みを拡大されたい。
また、工程算出の前提とした班編成や重機の配置等の明示、工程のクリティカルパスと関連する課題の解決時期の明示など、
発注者の前提情報をできるだけ開示するよう措置されたい。

施工条件リストの開示は4割弱に留まる

開示されなかった 開示された

Ａ） 概略工程表、施工条件リストの開示 Ｃ） 不足した条件明示の内容

Ｂ） 工程への影響

全体 1,223現場

43%

38%

37%

25%

23%

23%

22%

20%

19%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

関連工事

関係機関協議

施工方法

用地確保

地元住民との調整

工事用道路

工事支障物件

構造

仮設備

使用機材・人員配置

関連工事

関係機関協議

設計・計画の不足

全体 1,247現場

関連工事、関係機関協議、設計・計画の不足に
関する条件明示が特に不十分

Ｄ）日建連が求める条件明示（抜粋）

関連工事や関係機関協議など、きめ細かい条件明示が必要

影響する他工事 □有り □無し □該当なし
［関連する工事： ］
・完成時期：令和 年 月 ・現在の進捗状況 ％

関係機関協議
■土壌汚染対策法の改正に伴う手続きがなされているか
□届出済み □未届出 □該当なし
■占用物件協議 □有り □該当なし
□電力 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月
□NTT 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月
□ガス 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月
□下水 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月
□上水 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月

■文化財協議 □有り □該当なし
□既に文化財調査は実施済み □現在、発掘調査中
□現在、協議中 □工事発注後に協議開始
[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■公安委員会協議 □有り □該当なし
□計画協議状況 □済み □協議中 □未協議
□交差点協議 □済み □協議中 □未協議
□信号等の移設協議状況 □済み □協議中 □未協議
[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■河川管理者協議 □有り □該当なし
[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■他の道路管理者協議 □有り □該当なし
□地区取り付け協議状況 ：
□地区交差協議状況 ：
[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■県市町村協議
■鉄道関連（JR・私鉄等）協議
■漁業組合等協議

開示されなかった 開示された

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

6%

69%

19%

5%

工程への影響を

与える条件明示

工程表・リスト

両方開示

294現場

十分に明示された

概ね明示された

あまり明示
されなかった

ほとんど明示されなかった

7%

50%

31%

11%

工程への影響を

与える条件明示

工程表・リスト

いずれかのみ開示

557現場

十分に明示された

概ね明示された
あまり明示
されなかった

ほとんど明示されなかった

4%

37%

42%

17%

工程への影響を

与える条件明示

工程表・リスト

開示されなかった

287現場

十分に明示された

概ね明示された

あまり明示
されなかった

ほとんど明示されなかった

概略工程表・施工条件リストは工程への影響を与え
る条件として捉えられている
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366現場, 52%

156現場, 22%

153現場, 22%

78現場, 11%

127現場, 18%

施工パーティー数の増加

プレキャストの採用

（サイト・ハーフ含む）

施工機械の大型化

（性能強化を含む）

新技術の採用

その他

16%

40%

44%56%

一時中止が必要な
事案発生せず

一時中止が必要な
事案が発生

一時中止命令

全体
1181現場

一時中止命令出ず

3) 施工条件の変化に適時適切な対応を図るため、工事着手前の「施工条件確認会議」、施工中の「工程調整会議」「設計変更
審査会」を特記仕様書で明示されたい。これらの会議を通じて、工事一時中止に伴う工期延伸等が適切に運用され、工事費
増加等の設計変更に対応されたい。特に、工期短縮を求める場合には、設計変更ガイドライン等に基づき、期間短縮に必要
な設計変更を確実に実施するよう徹底されたい。
なお、工期短縮で求められがちの「施工パーティ数の増」は、安全性や効率性の観点から問題がないか、担い手不足の中で
技能者の増員確保ができるのかなど、慎重な検討が必要である。

Ａ） 受発注者会議のルール化

【北陸地整の例】
（Ｒ２ー５朝日温海道路２号トンネル工事 特記仕様書より）
第４９条 工事円滑化推進会議
本工事は、円滑な工事施工を図るため、発注者･受注者において以下
の会議を開催する。なお、1．および 2．は工事契約後、施工前までに
開催することを必須とする。
1．施工条件確認部会
最新の施工条件等を受発注者間で共有するものであり、工事契約
後すみやかに発注者より開催の通知を行うものとする。

2．工程調整部会
設計図書並びに最新の施工条件を基に受発注者で作成したＣＣＳ
（クリティカル工程共有表）を共有することにより、受注者の手持ち、
手戻り等をなくし、円滑かつ効率的な工事施工に資するものである。
工程に影響する事項がある場合は、その事項の処理対応者（「発注
者」又は「受注者」）を明確にすること。
また、施工中に工事工程表に変更が生じた場合工程の変更理由
（以下の①～⑤に示す）が受注者の責によらない場合は、工期の延
長も含め協議すること。
①受発注者間で確認した工事工程の条件に変更が生じた場合
②著しい悪天候により作業不稼働日が多く発生した場合
③ 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合
④ 資機材や労働需要のひっ迫により、全体工程に影響が生じた場合
⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合
なお、情報共有を図るため、専門工事業者も会議に同席するように
努めるものとする。

【近畿地整の例】
（有田海南道路５号トンネル冷水地区工事 特記仕様書より）
２３． （設計変更審査会の開催）
１．設計変更審査会は、設計変更手続きの透明性と公平性の向上及び
迅速化を図ることを目的として、発注者と受注者が一堂に会して、設計
変更の妥当性や設計変更等に伴う工事中止等について審議・確認す
る場である。
２．設計変更審査会は、発注者または受注者の発議により、開催するも
のとする。

Ｂ） 工事一時中止 Ｃ） 工期短縮に必要な費用

52%

10%

38%

費用の変更が
認められなかった

5割以上の
費用を変更

５割未満の
費用を変更

工事一時中止
命令
368現場

⚫ 設計変更が不適切

⚫ 56％の現場で一時中止が必要な事案
が発生

⚫ 上記のうち、１／３が必要な工期延伸
が認められず

⚫ 半数が3ヶ月を超す一時中止

工程の共同管理に必要な各会議について、幾つか
の整備局にてルール化され、特記仕様書に明記

Ｄ） 施工加速化策の内容

施工加速化策は、施工パーティ数の増が約５割

JRTTで必要費用の80%までしか認められていない現場が約６割
10億円必要だとすると2億円以上の費用が認められていない

※竣工が近い現場のうち工期短縮を求められ、費用が掛かった現場

5現場

6現場

3現場

2現場

国（道路・河川）
16現場※ 8現場

7現場 高速道路会社
15現場※

3現場

9現場

9現場

11現

場
JRTT

32現場※

100%
50%未満

50以上～80％未満

80以上～100%未満

100%

100%

50%未満

50以上～80％未満

80以上～100%未満 80以上～100%未満

施工パーティー数の増加

［一時中止の要因］
協議未了 28％
用地未了 20％
前工事遅れ 24％

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）
施工加速化実施705現場

１．（１）適正工期と条件明示
③工程の共同管理
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１．（２）施工の効率化
①プレキャスト工法の活用推進

Ａ）プレキャストの活用状況

4) プレキャスト工法は、工程短縮、省人化の効果が高く、建設現場の生産性向上に大きく寄与するものであるが、公共工事
での導入が進んでおらずブレイクスルーが必要である。
国土交通省の「コンクリート生産性向上検討協議会」において検討されているＶＦＭによる最大価値の考え方を導入し、
北陸地整のように、プレキャスト工法の標準化、コスト以外の省人化や工期短縮効果を評価する仕組みを導入されたい。
また、工程短縮を求める場合には、プレキャスト工法の採用が不可欠であることを共有して、変更協議が円滑に進むよう
対応されたい。さらに、近畿地整のように、プレキャスト工法の標準化、評価指標などの産官学による検討会の設置を
全国展開することを提案する。

・国（道路・河川）は46%の現場でプレキャストを
不採用か施工承諾
・高速道路会社は81%で当初設計か設計変更

・近畿地整では、建コン協、日建連が参加する検討会を設置、プレキャスト標準化、新たな評価指標を検討

Ｃ）【近畿地整】プレキャスト化推進検討会

国による指針やガイドラインの作成

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ工法の活用事例集などの充実

設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄやｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品業界との連携

価格のみでなく現場条件や生産性
向上など全体最適化の考えの徹底

77%

63%

32%

32%

736現場

Ｂ） プレキャストの採用拡大のために重要と考える事項

・全体最適の考えの徹底が重要

当初設計または設計

変更で採用

54%

不採用または

施工承諾

46%
国（道路･河川）

89現場

当初設計または

設計変更で採用

81%

不採用または

施工承諾

19%

高速道路会社

106現場

プレキャスト工法が
採用可能な現場

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

＜検討事項＞
●プレキャストの標準化
●新たな評価指標の確立
●留意事項・高度化 他

＜検討スケジュール＞
R2年度 対象構造物候補の選定
R3年度 ・検討会立ち上げ

・対象構造物の選定
・モデル工事におけるプレキャスト化の比較検討と課題の整理
・設計時、施工時及び維持管理時の留意点と高度化の技術動向整理
・プレキャスト化推進ガイドライン（原案）のとりまとめ

R4年度 「近畿地方整備局プレキャスト化推進ガイドライン（案）」の公表
〇設計段階におけるプレキャストの標準化（原則使用の規模拡大）
〇標準化できなかったものについて新たな評価指標の提示
〇設計時、施工時及び維持管理時の留意点と高度化の技術動向の整理

Ｄ）【北陸地整】全体最適の導入（プレキャスト選定フロー（案）の作成）

• 北陸地整では、経済性
に加え、現場条件、生
産性向上、施工時の安
全性、構造性など様々
な要素を数値化し総合
評価

• 予備設計、詳細設計、
施工時の各段階で検討

4



１．（３）監督検査の合理化
①遠隔臨場の一般化

5) 国土交通省やＮＥＸＣＯ等では、新型コロナウィルス感染防止対策の一環として、昨年度から監督業務における遠隔臨場の
試行が本格的に導入されている。
これらの試行工事の経験を踏まえ、2021年度は稼働中の原則全ての工事での遠隔臨場の導入を提案する。導入に当たって
は、遠隔臨場の効果的な活用を図るため、施工条件確認会議にて受発注者協議のうえ、遠隔臨場の範囲、必要な機器や通信
設備などの環境整備を決定されたい。
また、中間技術検査や完成検査における遠隔臨場の拡大に関して、検査・工事成績の現場からみた課題や改善方策について
検討する場の設置を提案する。

Ｂ) 監督業務における遠隔臨場

遠隔臨場は、受発注者協議のうえ、遠隔臨場の
範囲や必要な環境を決定すべき

施工計画書 機器の準備

中間技術検査や完成検査への遠隔臨場について、検査
や工事成績の現場からみた課題や改善方策について、
受発注者における検討する場の設置が必要

Ｃ) 検査における遠隔臨場

施工条件確認会議

（国土交通省資料より）

（検査の遠隔臨場） 現場の意見

移動時間の削減、柔軟な日程調整が可能、検査の時短など効率化に繋がる。

書類の確認は現地でなくてもできるので、遠隔での実施が可能。

遠隔での監督業務（遠隔臨場）は拡大しているが、中間技術検査、竣工検査

時の出来栄え検査については遠隔では的確に実施できると思えない。

出来映え等工事成績評点に反映されるものは直接確認していただきたい。

地方整備局土木工事技術検査基準（案）より抜粋

（技術検査の内容）

第 2 条技術検査は、当該工事を対象として、実地において行うものとし、
工事の実施状況、出来形、品質及び出来ばえについて技術的な評価を
行い、施工について改善を要する事項及び現地における指示事項を把
握するものとする。

（国土交通省資料より）

中間技術検査での遠隔（WEB）検査 【関東地整】

≪受発注者協議の内容≫

①遠隔臨場の適用範囲

遠隔臨場を基本として、臨場にて行うべき試験項目を設定

②必要なシステムや通信環境

上記①を実現のために必要なシステムや通信環境の選定

Ａ) 遠隔臨場の取組み

遠隔臨場はコロナ感染防止の観点から、
昨年度から急激に本格運用、国やＮＥＸ
ＣＯでの積極的に活用

大いに
有効

概ね有効

どちらとも
言えない

あまり有効
と思わない

2018

年度
採用

2019

年度
採用

2020

年度
採用

35％
（66現場）

23％
（23現場）

43％
（70現場）

14％
（17現場）

12％
（34現場）

25％
（210現場）

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

実績を積み重ねながら実施している現場
が多い中、“有効”が6割超
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99%

1%

国（道路・河川）
278現場

21%

79%

地方自治体
398現場

57%
36%

5%2%

今後試行を
拡大可能か？

42現場
85%

15%

国（道路・河川）
172現場

１．（３）監督検査の合理化
②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等)

6) 書類作成の現場業務の負担を軽減するため、試行を踏まえた検査書類限定型モデル工事の一般化や、書類のさらなる簡素化、
受注者に作成義務のない書類の適正化を求める。
また、押印省略など書類のデジタル化を進め、ＡＳＰの活用徹底、電子検査・オンライン電子納品の推進を提案する。

Ａ） 検査書類限定型モデル工事の効果

検査でセットする書類が１／４に削減

約40項目の
書類

10項目の書類
施工体制関係、品質管理関係、

出来形管理関係 等

通常工事 モデル工事

約30項目の書類
⇒セット不要

契約関係図書類、打合せ簿、
安全管理関係 等

Ｂ） 検査書類限定型モデル工事に関する国土交通省アンケート結果

Ｃ） ASP利用の有無

地方自治体での普及が急務

Ｄ） 電子検査の実施状況

道路会社、JRTTでは未だ半数程度で実施されていない

電子検査を
行わなかった

電子検査を
行った

利用している 利用している利用無し
利用無し

44%

56%

高速道路会社
96現場 53%

47% JRTT
79現場

可能である

どちらとも言えない

拡大すべきでない
その他

33%

51%

12%
4%

どのような効果が
あったか

57現場

資料準備等の
作業軽減

書面検査の
時間短縮

効果なし

その他

【発注者】 過半数が「拡大可能」と回答 【受注者】 8割が高評価

電子検査を
行わなかった

電子検査を
行わなかった

電子検査を
行った

電子検査を
行った

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 6



トンネル, 43%

築堤護岸, 14%

シールド推進, 10%

橋梁下部, 10%

ダム, 7%

道路改良, 5%

コンクリート橋上部,

5%

樋門、樋管、堰, 3%
地すべり・斜面対策, 

2%

１．（４）新技術の活用
①自動・自律施工の活用拡大

7) 国土交通省が提唱する「インフラＤＸ」を推進するため、自動・自律施工の民間技術を活用したモデル工事の試行を提案
する。なお、自動・自律施工技術を現場で実装するためには、安全基準の確立などの環境整備が必要不可欠であることに
留意されたい。
また、ＮＥＸＣＯで標準化されている、山岳トンネル工事の覆工における中流動コンクリートによる施工は、品質向上に
加え、将来的な熟練工不足への対策、覆工コンクリートの施工の自動化に必要な技術であり、国においても試行導入する
よう求める。

Ａ）遠隔・自動・自律機械の試行（国・工種別）

＜当面の目標＞

■ トンネル

・覆工ｺﾝｸﾘｰﾄの自動施工

・吹付ｺﾝｸﾘｰﾄの自動施工

■ダム

・ﾀﾞﾝﾌﾟによる土砂運搬、荷下ろしの自動化

・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰによるまき出しの自動化

・ﾛｰﾗｰによる転圧の自動化 等

＜具体事例＞

〇遠隔・自動自律施工の実装を可能とする安全基準の構築

・モデル工事を通じた技術の成熟と現場実装に向けた課題の整理。

・現場実装に必要な基準類・制度を検討する産官学による協議会の設置。

Ｂ）トンネル覆工コンクリート・自動施工システム

施工時の省力化や品質の確保、将来的な熟練工不足への対策とし

て、国においても試行が必要。

遠隔・自動・

自律機械の試行

58現場

7



技術２：データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を図る技術技術１：AI、IoTを始めとした新技術等を活用して土木又は建築工事における
施工の労働生産性の向上を図る技術

１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等

Ａ）新技術活用、生産性向上に資する技術提案に関する取組み（国交省）

Ｂ）PRISM（官民研究開発投資プログラム）【2018～】

①新技術の活用を原則義務化（2020年度～）

〇生産性の向上、働き方改革、安全性の向上に寄与する建設現場
のICT化を推進。
〇施工データの取得・解析等を通じて、建設現場の飛躍的な生産性
向上を目指した試行工事が実施され、一定の成果。

②技術提案評価型（S型）において、ICT活用等による生産性向上に
関する提案を求める試行（2021年度～）

施工現場のICT化を実証し、基準類の改定を推進する
PRISMの取組みの継続が必要。

新技術の現場実装に掛かる評価基準やコスト負担の
あり方等、さらなる推進に向けた運用改善が必要。

8) 国土交通省では、新技術活用の原則化などの取組みが進められており、新技術の現場実装に掛かる費用負担を含め、さらな
る推進に向けた運用改善が必要である。
また、現場の課題解決のため、施工者のﾉｳﾊｳを活用できるＥＣＩ方式を導入拡大し、新技術が現場実装できるよう提案する。
さらに、ＰＲＩＳＭの取組みの継続と拡大とともに、ＩＣＴ等の新技術活用のための基準類の改定を進めるようお願いした
い。

＜令和２年度施行案件＞
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国のBIM/CIM活用

工事
6%

施工者でBIM/CIM

を自主活用
26%

BIM/CIM活用なし
68%

BIM/CIMの

活用状況

862現場

１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

9) 国土交通省では、2023年度までにＢＩＭ／ＣＩＭを原則適用することとされている。これを実現するためには、ＢＩＭ／
ＣＩＭ活用の実績を踏まえ、効果的な活用に向けた現場レベルの効果検証と課題の検討を進め、ＢＩＭ／ＣＩＭ活用工事の
大幅な拡大が必要である。

Ａ）BIM/CIM原則適用拡大の進め方（案）【国交省】 Ｃ）BIM/CIM活用の効果と課題（施工時）

Ｂ）現場におけるBIM/CIMの活用状況

ＢＩＭ／ＣＩＭ活用工事の大幅な拡大が必要

2021 2022 2023

大規模構造物 全ての詳細設計
で原則適用

全ての詳細設計
工事で原則適用

全ての詳細設計
工事で原則適用

上記以外
（小規模を除く）

一部の詳細設計
で適用

全ての詳細設計
で適用

全ての詳細設計
工事で原則適用

品質確認
（計測管理等）

出来形・出来高
確認工程調整

施工計画の
確認

ASP活用による
承認・確認

Web会議による
履行報告等

遠隔検査
重機を活用し
た施工効率化

BIM/CIM活用の効果（受発注者間）

ＢＩＭ／ＣＩＭ活用の実績を踏まえ、効果的な活用に向けた現場レベルの

効果検証と課題の検討が必要

BIM/CIM(３次元データを活用した施工管理)

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 9



1．（4）新技術の活用
①公共建築工事における更なる生産性向上の推進

10) 国土交通省大臣官房官庁営繕部では、昨年9月、「官庁営繕事業における生産性向上技術の導入の手引き」を取り纏め、
施工段階の生産性向上技術の導入を促進されている。
入札参加者や受注者からの生産性向上技術の提案について、総合評価落札方式及び工事成績評定における適切な評価を推進
されるとともに、営繕積算方式による予定価格の適正な設定についても、公共建築工事に広く展開されるよう地方公共団体
等の発注者への助言、支援をお願いしたい。

●官庁営繕事業における生産性向上技術の導入の手引き

●営繕積算方式

10



２．（１）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

11) 将来にわたって建設業に携わる技能者が技能と経験に応じた適正な評価や処遇を受けられる環境を整備するため、建設キャ
リアアップシステムの普及拡大が必要不可欠であり、2023年度からの民間工事も含めた「あらゆる工事でのＣＣＵＳ完全
実施」（国土交通省2020年3月決定）に向かって加速度的に進めるべきである。
国土交通省においては、ＣＣＵＳ義務化モデル工事の対象拡大を図られたい。自治体や関係機関においては、国の指導の下、
ＣＣＵＳ義務化モデル工事の導入を含め、ＣＣＵＳの活用促進対策を積極的に推進されたい。
（略）

Ａ） 直轄工事（WTO）のCCUSモデル工事

＜2020年度＞
【一般土木（WTO対象等）】
・CCUS義務化モデル工事 26件／約80件
・CCUS活用推奨モデル工事 25件／約80件
・20都府県にてCランク工事でも試行
【港湾・空港工事】
・CCUS活用モデル工事 13件
【営繕工事】
・CCUS活用推奨営繕工事 9件

＜2021年度＞
原則全てのWTO工事（一般土木、港湾、営繕）で実施

Ｂ） 都道府県におけるCCUSモデル工事等（国土交通省資料より）

（国土交通省資料より）

Ｃ） 関係機関のCCUSモデル工事

（国土交通省資料より）

■JRTT
＜2020年度＞ なし
＜2021年度＞ モデル工事試行を検討
■NEXCO
＜2020年度＞ CCUS義務化モデル工事：1件（東日本）
＜2021年度＞ CCUS義務化モデル工事を予定（3社）
■水資源機構
＜2020年度＞ なし
＜2021年度＞ CCUS義務化モデル工事：1件、CCUS活用推奨

モデル工事：本社契約の土木一式で原則実施
■ＵＲ
＜2020年度＞ なし
＜2021年度＞ CCUS活用推奨モデル工事３件の実施予定で検討中
■下水道事業団
＜2020年度＞ なし ＜2021年度＞ 対応を検討中
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２．（１）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

11) （略）
また、建設業の技能者の賃金について、まずは各専門工事会社が積極的に給与を引き上げ、必要な労務賃金、法定福利費を
明確にした見積りに基づき元請が適切に支払うという好循環を拡げるため、日建連では2018年9月に「労務費見積り尊重
宣言」を策定、取組みを進めている。
公共工事設計労務単価の９年連続の引上げを、技能者労務賃金の改善に確実につなげていくため、国土交通省においては
「労務費見積り尊重宣言」モデル工事の拡大、国以外の発注機関においては同モデル工事の導入をお願いしたい。

「労務費見積り尊重宣言」
建設技能者賃金の更なる引き上げに向けて

平成 30 年 9 月 18 日
一般社団法人日本建設業連合会

将来の担い手確保を見据えた建設技能者の処遇改善は建設業界全体
にとって最大の課題である。中でも処遇の基本中の基本である賃金に
ついては、政府には公共工事設計労務単価６年連続引き上げという後
押しをいただき、日建連においても平成 25 年 7 月に決定した「労
務賃金改善等推進要綱」等に基づき公共工事について設計労務単価表
を添付した上で見積りを徴収するなどの取り組みを行ってきた結果、
年間約 445 万円(※)まで上昇してきたが、平成 26 年4月の「建設技
能労働者の人材確保・育成に関する提言」で示した「全産業労働者平
均（年間約552万円）」という目標には、まだまだ2割以上の引き上げ
が必要である。

（※）2017 年厚生労働省「賃金構造基本統計調査」による年間賃金総支給額

一方、公共工事設計労務単価の上昇率の推移などをみると最近賃金
の伸びの鈍化がうかがえることを踏まえ、去る3月27日、石井国土交
通大臣から建設業関係4団体に対し「公共工事、民間工事を問わず建
設業の担い手の給与引き上げを目に見える形で進めていただきたい。
その際、週休２日工事における補正措置も含め現場の技能者まで給与
が確実に行き渡るよう、各団体には更に思い切った具体的な取組の実
施をお願いする。」との要請がなされた。

そのような中、（一社）建設産業専門団体連合会では、5月31日、
「技能や経験に見合った給与の引き上げを行い、技能労働者の処遇改
善に努める」ことを決議されている。今後、建設技能者賃金を全産業
労働者平均に向かって持続的に引き上げていくためには、まず各専門
工事会社が積極的に給与の引き上げを行い、元請に対して必要な労務
賃金、法定福利費を明確にした見積りを提出し、元請がそれに応じて
適切に支払うという好循環が広がっていくことが望まれる。

＜2020年度＞
「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事 21件/約80件

＜2021年度＞
モデル工事を拡大

Ｄ） 日建連の「労務費見積り尊重宣言」 Ｅ） 直轄工事における日建連の「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事

（国土交通省資料より）
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43%

49%

3%

7%

17%

24%

16%

13%

1%

2%

6%

8%

11%

22%

2%

5%

6%

9%

2%

2%

12%

7%

8%

6%

29%

14%

週休二日制でない, 82%

週休二日制でない, 79%

週休二日制でない, 62%

54%

国（道路･河川） (276現場)

国（港湾･空港） (175現場)

高速道路会社 (208現場)

機構･事業団 (166現場)

地方自治体 (401現場)

全体 (1226現場)

発注者指定型

受注者希望型（希望有）

受注者希望型（希望無）

自主的な週休二日

週休二日制でない

２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

Ｂ） 週休二日工事の取り組み状況（試行を含む）

12) 国土交通省では、2021年度から本官工事は全て発注者指定型の週休二日モデル工事となる。国以外の発注機関においても
全てのＷＴＯ対象工事を発注者指定型によるモデル工事とされたい。
また、2024年度から適用される時間外労働の上限規制をクリアするには、週休二日の導入は不可欠であり、時間外規制が
２か月単位など一定の期間毎にクリアしなければならないことから、週休二日の実績確認を竣工時だけでなく施工の各段階
で確認するとともに、契約変更する場合は、週休二日の確保が可能となる工期延伸を徹底されたい。

Ｃ） ＜受注者希望型＞週休二日を希望しない理由

・受注者希望型では、約半数の現場で週休二日を希望していない。
・希望しなかった理由の約８割は「工期が厳しいため」との回答。
・発注者指定型により、工期、工事工程はもとより、週休二日の実
現に発注者が責任をもった対応が求められる。

Ｄ）工事当初に設定した現場閉所日数

・発注者指定型の方が４週８閉所を設定できている。

4週8閉所以上

74%

17%

4週7閉所

2%

3%

4週6閉所

19%

50%

4週5閉所

2%

24%

4週4閉所以下

2%

6%

発注者指定型 (290現場)

発注者指定型以外 (949現場)

・国以外の取組みが遅れている。

・発注者指定型の全面的に導入により取組みの加速化が必要。

高速道路会社 (208現場)

機構・事業団 (166現場)

地方自治体 (401現場)

希望なし

53%

希望あり

47%

受注者希望型

205現場

工期が厳しいため

78%

その他

22%

希望しない

理由
4週5閉所以下

Ａ） 週休２日工事の取り組み方針（国土交通省）

R2以前 R3 R4 R5 R6以降

本官
工事 受注者

希望型
発注者指定型週休2日（4週8閉所）

分任官
工事

発注者指定型週休2日（4週8閉所）

＜50%目標＞

＜70%目標＞

受注者希望型週休2日

・国交省では、令和3年度から本官工事は全て発注者指定型

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 13



24%

79%

76%

21%

国（道路･河川） (29現場)

高速道路会社 (47現場)

①プレキャストの導入
設計変更あり 設計変更なし

21%

4%

21%

20%

8%

6%

11%

3%

8%

11%

4週6閉所

17%

21%

15%

11%

15%

25%

32%

4週5閉所

33%

29%

12%

33%

26%

20%

34%

4週4閉所以下

50%

50%

45%

41%

36%

28%

16%

積雪寒冷地域での施工期間の制約あり(6現場)

大規模な道路規制を伴う工事(14現場)

大型イベント（オリンピック等）によって工期厳守・早期竣工が求められる工事(33現場)

地元の要望によって工期厳守・早期竣工が求められる工事(27現場)

河川内作業での施工期間の制約あり(39現場)

工程が気象条件の影響を受けやすい工事(65現場)

災害復旧工事(38現場)

4週8閉所以上 4週7閉所

２．（２）週休二日の実現
②閉所困難工事での対応

13) 一方、週二日の閉所が難しい工事は、入札公告時に条件明示し、交替制の導入、これに伴う労務費・現場管理費の補正に
加え、プレキャスト工法や施工機械の規格アップ等施工促進に係る費用の適切な設計変更に応じる旨、特記仕様書に明記
されたい。

Ａ）現場閉所日数の実績（発注機関別） Ｂ）施工加速化策の設計変更

Ｃ）現場閉所日数の実績（要因別）

・施工期間や施工時間の制約、早期竣工厳守の工事では、４週４閉所も困難な現場が半数。

・高速道路会社に比べ、国は設計変更に極めて慎重。・国では約半数の現場で４週８閉所以上の実績。

・高速道路会社や機構・事業団では４週８閉所以上が１０％未満。

8%

45%

92%

55%

国（道路･河川） (51現場)

高速道路会社 (22現場)

②施工機械の大型化

16%

65%

84%

35%

国（道路･河川） (19現場)

高速道路会社 (20現場)

③新技術の導入

44%

43%

9%

2%

14%

22%

8%

9%

4%

4%

11%

8%

22%

15%

46%

40%

41%

34%

14%

9%

26%

29%

18%

19%

12%

25%

15%

24%

16%

17%

国（道路･河川）(272現場)

国（港湾･空港）(175現場)

高速道路会社(202現場)

機構･事業団(163現場)

地方自治体(393現場)

全体(1205現場)

4週4閉所以下

4週5閉所4週6閉所4週7閉所
4週8閉所以上

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 14



２．（３）技術者要件の緩和
①若手・女性技術者の登用

14) 「専任補助者制度」について、監理技術者（若手技術者）の要件を緩和するとともに、契約後でも制度活用を可能としている東北
地整の運用を全国展開されたい。女性技術者の大多数は若手であることから、女性の活躍推進の観点から、この専任補助者制度の
導入拡大は必要不可欠である。

土木技術者の年齢構成：R2年度 土木技術者の年齢構成に関する調査より

＜10年後（2030年）の技術者数シュミレーション＞2020年
2030年

～10年後～

※現場を監理する技術者を養成するには、

→20代後半～30代の若手技術者の登用が必要となる。

監理技術者
の中心世代

【東北地整の選任補助者制度の適用要件】

※専任補助者制度（専任補助者の実績・成績を代わりに評価）

若手技術者の緩和要件 一般土木工事の施工経験

制度利用の選択時期 契約締結後

参加要件
・同工事の実績

（工事内容を緩和）

・同種工事の実績

総合評価時 評価しない
・同種工事の実績

・工事成績点

工事完了時
監理技術者としての

実績・成績等を付与

担当技術者としての

実績・成績等を付与

若手監理

技術者

専任

補助者

＋

専任補助者制度で取得した監理技術者の実績をもとに、

次の同種工事の配置予定技術者として活躍することができる。
15



67%

0% 25% 50% 75% 100%

主任技術者の交替人材がいない現場（全1,117現場）

大卒（指定） ★ ○

高専・短大（指定） ★ ○

高校（指定） ★ ○

大卒（指定以外） ★ ○

高専・短大（指定以外） ★ ○

高校（指定以外） ★ ○

大卒（指定） ○

高専・短大（指定） ○

高校（指定） 0 .4% ○

大卒（指定以外） ○

高専・短大（指定以外） ○

高校（指定以外） ○

2 3 4 51 7 8 9 10 116

★：受験　○：主任技術者資格取得

主任技術者になるまでの最短年数

資格
（二級土施工等）

実務経験

実務経験 42 .3%

0 .5%

zz
zz

２．（３）技能者要件の緩和
②下請企業の主任技術者の育成・確保

15) ４週８閉所が困難な工事では、交替制により技術者・技能者を増員した上で個人レベルの週休二日を確保する現場運営とな
る。しかしながら、特に下請会社の主任技術者の確保が難しいのが現実であり、主任技術者の資格要件の必要実務経験年
数を短縮するなど要件緩和をお願いしたい。

Ａ） 主任技術者の交替人材

約７割の現場で主任技術者の交替人材がいない
要 件 人数 比率

資格
建設業法・職能法他 9,749人 54.6%

57%
登録基幹技能者 396人 2.2%

実務
経験

3年以上（大卒・高専卒） 86人 0.5%

43%5年以上（高校卒） 63人 0.4%

10年以上（その他） 7,552人 42.3%

合計 17,846人 - -

Ｂ） 主任技術者の資格と実務経験 （某企業の協力会社の例）

「実務経験/10 年以上（その
他）」が全体の42%を占める。

実務経験10 年以上の要件
による主任技術者の要員確
保が進んでいないのが交替
人材の不足に繋がっている
一因ではないか。

Ｃ） 現行制度の改定の提案

アンケートの結果から、相応の経験を積んだ下請技術者の交替要
員が不足していることが分かる。

昨年度、「専門工事一括管理制度」の施行により、主任技術者の配
置義務の見直しが行われた。 しかし、閉所困難工事においては、
一次下請の主任技術者が交替で休日を取得できる、かつ確実な施
工体制の確保について課題が残る。

指定学科以外の下請技術者が多いと想定される

【提案】 下請の若手技術者（専門工事）の育成制度の導入

資格要件の緩和（実務経験年数の短縮など）

①職長（安全衛生責任者）の経験年数を考慮して主任技術者を補佐する人材を育成
（例） 主任技術者補の創設

②専任補助者制度のような若手技術者の育成制度の導入

①②を通じてベテラン主任技術者の下での経験年数を考慮して実務経験年数を緩和

（参考）専門工事一括管理施工制度

実務経験年数の
短縮イメージ

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）
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68%

7%

14%

10%

国（道路・河川）
111現場※

100%

80以上～100%未満

50以上～80％未満

50%未満

5%

55%

31%

9%

JRTT
93現場

有効に機能

ある程度機能

あまり
機能せず

全く
機能せず

18%

62%

18%
3%

国（道路・河川）
278現場

有効に機能

ある程度機能

あまり
機能せず

全く
機能せず

37%

19%

44%
高速道路会社
97現場※

３．（１）品確法の的確な運用
①適切な契約変更

16) 設計変更ガイドラインや工事一時中止ガイドラインに基づき、受注者の責めによらない条件変更に対して、適正な工期延伸
や請負金額の変更を徹底されたい。また、追加工事に対し、工期の終盤まで契約変更を行わない工事が散見されており、
適時適切に契約変更を締結されたい。

Ａ） 「設計変更ガイドライン」が有効に機能しているか

JRTT、地方自治体の約4割、国の約2割で機能していない

Ｂ） 必要な工期延伸日数

Ｃ） 必要な増額費用 Ｄ） 契約変更締結の時期

7%

58%

29%

6%

地方自治体
398現場

有効に機能

ある程度機能

あまり
機能せず

全く
機能せず

国、JRTT、地方自治体の約１／４で
必要工期の80％までしか延伸されていない

※100日必要だとすると、約1ヶ月分（20日）以上の日数が認められていない

JRTTの約１／２で必要費用の80%未満しか増額されていない
※10億円必要だとすると2億円以上の費用が増額されていない

高速道路会社の約１／２、国の約2割で
契約変更を工期末にまとめて行っている

67%

11%

9%

13%

JRTT
45現場※

100%

80以上～100%未満

50%未満

67%

11%

9%

13%

地方自治体
124現場※

100%

50%未満

49%

35%

6%
9%

国（道路・河川）
124現場※

100%

50%未満

27%

22%
17%

35%

JRTT
60現場※

100%
50%未満

53%

30%

9%

8%

地方自治体
152現場※

100%

50%未満

40%

39%

21%

国（道路・河川）
140現場※

その都度 その都度

各年度末に
まとめて

各年度末に
まとめて

工期末に
まとめて

工期末に
まとめて

50以上～80％未満
50以上～80％未満

80以上～100%未満

50以上～80％未満

50以上～80％未満

50以上～80％未満

80以上～100%未満

80以上～100%未満 80以上～100%未満

※竣工が近い現場からの回答数

※竣工が近い現場からの回答数

※竣工が近い現場からの回答数出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 17



３．（１）品確法の的確な運用
②低入札防止対策の徹底

17) 品確法に基づき、公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保を図るため、国以外の発注機関においても、
実効性のある低入札防止対策を徹底されたい。

2021年3月30日（火） 17：00～18：00

国土交通省と建設業団体との意見交換会 資料より抜粋

【赤羽国土交通大臣からの要請等の内容】
□技能労働者の賃金水準の引上げについて
⚫ 公共工事設計労務単価が９年連続引上げとなったものの、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を考慮した特例措置を講じなければ、
４２％の地域・業種がマイナス改定となる状況。

⚫ 歩切りの根絶の貫徹など適正な予定価格設定の徹底やダンピング
受注対策を強化。

⚫ 行政、発注者、元請、下請等全ての関係者が一体となって、あらゆ
る施策を総動員し賃金上昇の好循環を継続するための取組を皆様
と一緒に進めていきたい。
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（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

18件

39%

28件

61%

NEXCO中日本
発注予定公表46件

土木工事
発注規模5.5億円以上のみ

40件

80%

10件

20%

国（道路・河川）
発注予定公表50件

※一般土木WTOのみ

３．（２）計画的な早期執行
①発注予定の公表、改善

18) 受注体制の確保や、必要な技術開発を促進するため、現行の四半期毎の発注予定について年度をまたぐ常時１年間分の公
表をお願いしたい。
また、新たに3年先までの大型構造物の展開の見通しとして、着工予定年度、主要諸元、技術的な課題の開示をお願いした
い。

Ｃ） NEXCO東日本の中長期的な発注見通し公表（2021年度～）

Ａ） 2021年1月時点の発注予定公表状況

10件／50件しか翌年度分の公表が行われていない

入札時期：
2020年度第4四半期

1月時点公表分のうち約6割が翌年度分
NEXCO中日本では通年の公表が進んでいる

入札時期：
2021年度以降

Ｂ） 大型構造物の展開見通し 出典：2020年度第1回発注者責任懇談会資料

事業予定年度、主要諸元等の開示あり

着手年度、主要諸元（延長等）
□□トンネル L=△△km

□□下部工 △△基

入札時期：
2020年度第4四半期

入札時期：
2021年度以降

一部地整（関東、近畿、中国）では
翌年度入札案件の早期公表に
取り組まれている

提案

※日建連事務局調べ 19



３．（２）計画的な早期執行
②発注規模の適正化

19) 施工の平準化と計画的な早期執行が求められることから、債務負担行為の活用拡大などによる適正な予算規模、適正な
工期を確保した発注に加え、施工余力、施工ノウハウを十分に活かすことができる適切な工事規模の設定、さらに効率的
な施工につながるＥＣＩ方式の活用を図るべきである。

トンネル工事の覆工コンクリート等の一部を除かれて発注

トンネル

トンネル覆工コンクリート等が
施工延長の３分の２程度を含まない発注

（経緯）
○○年8月
当初発注：本来一体的に発注されるべき、覆工コンクリート、防水工、排水工、インバートコン
クリート等について施工延長の３分の２程度を含まない発注
○○＋１年3月
設計変更：1月の当初契約の落札金額の予定価格との差額分について、覆工コンクリート等
の追加変更契約
○○＋２年2月
設計変更：新技術の実証に係る追加費用に対して、契約額を変更せず、他工種の一部数量
を減じた変更契約

（施工者への影響）
→どの段階で、どの程度の追加工事が発注されるのか、また最終的な全体工事
が不確定であるため、
① 予め人員、資機材に余裕を確保して調達する必要があり、待機コストが余分

に必要となるなど経済的な施工体制の確保が厳しい
② 全体の工程管理が難しい（休日への影響も懸念）

本来一体施工とされるべき工種が分離発注された直轄工事の事例

国（道路・河川）では約2割が予算制約

施工余力、施工ノウハウを十分に活かすことができる
適切な規模での発注を図るべき

Ｑ．発注者の予算制限により、
発注範囲が短小となっていると推測される工事か

20% 80%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国（道路･河川） 271 現場

はい いいえ

8%

4%

10%

13%

92%

96%

90%

87%

国（港湾･空港） 176 現場

高速道路会社 204 現場

機構･事業団 158 現場

地方自治体 400 現場

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 20



３．（２）計画的な早期執行
③入札手続きの合理化

20) 受発注者双方の業務負担の軽減を図るため、ＷＴＯ対象工事の発注の平準化のほか、入札契約手続きの簡素化（質問回答
から提出期限までの期間確保、設計成果品の電子開示）、技術提案の改善（複数技術提案の取扱の厳格化、オーバー
スペックの考え方の明示）を図られたい。
また、一括審査方式のさらなる活用の拡大を求めるとともに、技術者の拘束待機を軽減するため、一括審査方式において
も通常工事と同様に、配置予定技術者の候補者を複数名申請が可能となるようお願いしたい。

Ａ) 入札契約手続きの簡素化

⚫発注の平準化
➢ 公告件数の多い7～10月の案件について、発注事務手続きの前倒し
による前倒しや、年度内に契約締結できる範囲での後ろ倒し

⚫技術提案に関する質問回答から提出期限までの期間
【先進地整】関東（6営業日）

⚫設計成果品の電子開示
【先進地整】関東、北陸、近畿、中国、四国（訪問不要なPDF開示）

⚫複数技術提案の厳格化
【先進地整】関東

⚫オーバースペックの考え方の明示
➢ 国総研「総合評価方式における技術提案のオーバースペック事例
集（2011.3）」を参考とする記載の見直し、各地方整備局毎あるい
は国土交通省統一のオーバースペックに対する考え方の明示

一括審査方式が年々拡大

25件

10件

22件

35件

68件

57件

49件

42件

93件

67件

71件

77件

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

【一括審査実施率】

【42%】

【31%】

【15%】

【27%】

8件 7件 7件 7件

2件
4件

0
2
4
6
8
10

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

〇九州地整 R3.2.4公告
【Ａ】大分２１０号赤岩西地区災害復旧工事 【Ｂ】大分２１０号赤岩東地区災害復旧工事

九州地整のように他地整でも複数技術者申請を可能となるようお願いしたい

★通常、配置予定技術者の拘束待機は64～79日間（※）にも及ぶ
※WTO工事の場合（国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドラインより

Ｂ） 技術提案の改善

Ｃ） 一括審査方式実施状況 直轄工事一般土木WTO

Ｄ） 一括審査方式における複数技術者申請可能な事例

2020年度地整別

一括審査方式 一括審査方式以外

※日建連事務局調べ
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8件

8件

4件

3件

3件

2件

2件

2件

2件

1件

1件

1件

1件

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

九州地整

NEXCO東日本

北陸地整

近畿地整

NEXCO中日本

中部地整

四国地整

NEXCO西日本

阪神高速道路

東北地整

関東地整

中国地整

首都高速道路

３．（２）計画的な早期執行
④ＥＣＩ方式の拡大

21) 新技術・新工法の活用などプロジェクトのより早い段階から施工者のノウハウを活用し、工程短縮など効率的な施工が
可能となるＥＣＩ方式のメリットが確認されており、さらなる活用拡大を図られたい。
また、「工期に関する基準」の遵守を求められる一方、発注当初から極めて厳しい工期設定がなされる工事がある。この
ような工事では、ＥＣＩ方式により施工ノウハウを活用して適正な工期を設定することが有用であるので、「国土交通省
直轄工事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン」におけるＥＣＩ適用工事に「工期の設定が困難な工事」を
カテゴリーへ追加するよう提案する。

「工期の設定が困難」を追加

出典：国土交通省「国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン」（令和2年1月）

設計段階からの施工者の関与により、新技術や施工方法等のノウハウを活用可能

現状：「発注者が最適な仕様を設定できない工事」
「仕様の前提となる条件の確定が困難な工事」

→「工期の設定が困難な工事」（工法と工期が相関する工事）を追加
※ダム再開発工事、制約条件の多い四車線化工事…等

Ｂ） ECI方式の導入効果

Ａ） ECI方式の実施状況（2016～2020年度） Ｃ） ECI方式適用カテゴリー

※日建連事務局調べ
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巻末参考資料

①「円滑な施工の確保に関する調査」
実施時期：2020年11月（2019年度も同様の調査を実施）
対象企業：日建連 公共積算委員会構成会社40社
対象工事：2019年10月1日から2020年9月末までに「竣工」あるいは「施工期間中」の3億円以上の土木工事
有効回答：
国（道路・河川） 279件、国（港湾・空港） 177件、高速道路会社 210件、機構・事業団 170件、
地方自治体（都道府県、政令指定市） 411件、計 1,247件
※資料中の集計結果は設問ごとに未回答現場を除くため、標本数に変動がある。

②「遠隔臨場に関するアンケート調査」
実施時期：2020年11月
対象企業：日建連 公共工事委員会、公共契約委員会、公共積算委員会、インフラ再生委員会 67社
対象工事：国土交通省発注の遠隔臨場の試行工事対象現場 36現場
有効回答：30件

③「土木技術者の年齢構成実態調査」
実施時期：2020年9月～10月（2012年度は19社、2017年度は43社を対象に同様の調査を実施）
調査対象：日建連 公共工事委員会構成会社44社
有効回答：43社

2020年度アンケート調査概要

（5月14日 印刷） 23
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